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地域社会学における住民運動・まちづくりの事例研究の分析視角
「コミュニティ形成論」と「構造論」の交点から
石　井　清　輝
Analytical Perspectives of Regional Sociology for Case Studies of
 Resident's Movement and “Machizukuri”
in Light of an Intersection of Community Formation Theory and Structural Theory
Kiyoteru ISHII
要　旨
　本稿の目的は、地域社会学における住民運動、まちづくりの実証研究の蓄積を検討する中から、
今後の事例研究が解明すべき課題を提示することである。本稿では、地域社会学の分析枠組みと
して「コミュニティ形成論」と「構造論」を中心に検討を加え、残された課題を明らかにしてい
く。両分析枠組みは、70年代半ばから80年代にかけての住民運動の「転換」において生じてい
たイシュー、主体、組織の多様化と新たな「質」の発生、及びそれらの地区における重畳化とい
う事態に未だ十分には対応出来ていない。従って、地区に重畳化する諸活動、集団を対象として、
①行為主体による価値判断、解釈過程の多様性、②各種活動や集団の形成過程と組織性、それら
の相互作用のメカニズム、の2点を具体的に解明し、住民運動・まちづくりにおける主体と共同性、
地域性の再概念化を踏まえ、両分析枠組みの再構築が図られるべきことを主張する。
Abstract
　　The paper aims to examine accumulated empirical studies of resident's movement and 
“machizukuri” and present issues to clarify in the future case studies from the viewpoint of 
regional sociology. The paper examines the “community formation theory” and the “structural 
theory” mainly as an analytical framework for regional sociology and clarifies remaining issues. 
However, these analytical frameworks cannot adequately meet the issues developing through 
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“turnabout” of resident's movement during the period from the middle of the 70s to the 80s, and 
the situations such as diversification of agencies and organizations, development of new “quality” 
and areal superposed actions. Therefore, the paper specifically clarifies (1) the value judgment of 
agency and diversified interpretation process and (2) the formation process and the system of 
various activities and the interaction mechanism in various superposed activities and groups in 
the area and has it that both frameworks should be reconstructed based on reconceptualization 
of agency, communality and regional characteristics in terms of resident's movement and 
“machizukuri”.
Ⅰ．問題意識―住民運動・まちづくりの事例研究の分析視角
　本小論の課題は、これまでの都市・地域社会学における住民運動、まちづくり研究の蓄積を検
討することで、今後の事例研究が解明すべき課題を考察することである。これまでの住民運動、
まちづくりに関する事例研究は膨大な数にのぼっているが、理論的な視座や分析視角が明確では
ないため、事例報告にとどまる研究も少なくない。従って本稿では、これまでの地域社会学にお
ける実証研究を検討する中から、今後の事例研究が解明すべき課題を提示していきたい。
　住民運動は、1960年代から70年代にかけて全国的に広がり、革新自治体の誕生や制度変革に
結びついていった。それが、70年代半ばから80年代にかけては運動の変容やまちづくりへの転換、
もしくは停滞が議論され、「運動の冬の時代」という言葉も広がっていった。90年代以後になると、
ボランティア活動、各種のNGO ／ NPO活動、住民投票運動などが多岐にわたって展開され、再
びその広がりに注目が集まるようになっている。本稿では、地域社会学がどのような分析視角か
らこれらの運動現象に接近していったのか、そこから何が明らかになり、何が課題として残され
たのかを主体、共同性のあり様を中心に考察していく１。
　これらの検討を進めていく上で、主体、共同性というミクロ、メゾレベルを焦点とした事例研
究を蓄積してきた「コミュニティ形成論」がまず主要な対象としてあげられるだろう。さらに、
住民運動に関しては、政治、経済などのマクロな社会構造の視点から運動現象を説明しようとす
る「構造論」的な実証研究も積み重ねられ、そこから事例研究の課題も提示されてきた２。従っ
て本稿では、コミュニティ形成論と構造論を軸に、その交点において求められる事例研究の課題
を提示していきたい。
　以下の議論の流れを述べておくと、第２章では70年代半ばまでの運動現象を総括する議論と
して、奥田道大のコミュニティ形成論と似田貝香門のマルクス主義的構造論を取り上げる。両者
の分析枠組みは後の研究においても主要な参照軸となっており、運動現象に対する地域社会学の
基本的な分析視角として検討を加える。第３章では、70年代半ばから80年代にかけての住民運
動の転換・変容に対して、コミュニティ形成論、構造論の視点から、どのような議論が展開され
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ていたのかを明らかにする。第４章では、運動の転換において注目が集まっていたネットワーク
型運動とボランタリー集団の具体的な姿を、生協運動と女性の「地域活動」の調査研究を参照す
ることで浮かび上がらせたい。第５章では、90年代以後の住民運動研究の蓄積を概観し、「転換」
以後の研究の展開を確認する。第６章では、本稿の検討を踏まえて、住民運動・まちづくりの事
例研究において今後問うべき課題を提示したい。
Ⅱ．住民運動研究の分析視角―コミュニティ形成論とマルクス主義的構造論
　1960年代から70年代前半にかけて住民運動が全国的に広がった時期には、多くの調査が実施
され、70年代半ばまでにそれらをまとめた論考が相次いで発表されている。本章ではそれらの
議論の中でも、後の地域社会学の運動研究においてしばしば参照軸とされることになる、奥田道
大のコミュニティ形成論と似田貝香門の構造論を取り上げ、その分析視角、主体と共同性に関す
る議論を検討していく３。
（１）コミュニティ形成の契機としての住民運動
ア．住民の主体化・普遍化とコミュニティ形成
　奥田はコミュニティの概念によって、旧来型の「地域共同体」とは異なる、近代的で民主的な
地域的共同性とその担い手のモデル化を試みている。それは、地理的範域や生活環境施設の体系
というフィジカルな領域にとどまらず、「住民の意識や行動の準拠枠組となる、価値の次元にか
かわりをもつ」とされる。このような規定からも分かるように、奥田のコミュニティは、新たに
形成される共同性の実態とその理念を、担い手の意識や行動体系も含めてモデル化しようとする
概念である。
　奥田は地域社会の分析枠組みとして、一方で行動体系における住民の主体化／体制との係わり
における客体化、他方で意識体系における地域埋
没、排他主義的な共同体意識の特殊化／多様な人び
と、コミュニティ間で連帯しうる価値共有の普遍
化、という両極を持つ二つの軸を交差させて得られ
る、地域社会の四象限モデルを提示する（図１）。
　①の「地域共同体」は、伝統的な地方都市や大都
市旧市街地に主に見られ、比較的まとまりのよい内
部集団をさし、町内会・部落会がその代表とされる。
属性としては地付層、農漁業、旧中間層を特徴とす
る。②の「伝統型アノミー」は、「地域共同体」が
解体し、地域への人々の帰属感が弱まり、「無関心
図１　地域社会の分析枠組み
（出所）　奥田（1983:28）
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派」を形成する状態である。下層ホワイトカラー、未組織ブルーカラー層に代表され、「地域共
同体」から持ち越しの地域組織が多い。③の「個我」では、地域は住まいの選択に付随するもの
で、特に意識されることはない。新来住層、新中間層、高学歴、若年層などを特徴とし、自治会・
町内会は生活要求を実現する組織的ルートとして選択され、行政への圧力団体型の組織として活
かされる。④の「コミュニティ」の住民類型は相対的に高学歴、高生活水準にあるが、階層的な
拡がりを有し、地域は生活の基盤として意識されるため、かかわりは積極的なものとなる。組織
は親睦・レクリエーション活動、教育・文化活動等の小集団単位のexpressive（表出的）な機能
状況を示し、住民自治型の組織を形成する（奥田;1971→1983:28-32）。
イ．「運動モデル」としてのコミュニティ
　この広く知られるコミュニティのモデルは、1960年代から70年代前半の郊外地区の調査結果
から構成されたものである。戦後の都市化の進展は、居住空間としての郊外と業務空間としての
都心の二極分化を生み出し、郊外に大量の新住民層を生み出していた。郊外の住民の多くが③の
「個我」段階にとどまっていたのに対し、新規来住者層の一部が住民運動の中での変容過程を経
て「主体化」、「普遍化」することで、新たに地域の自治を担いうる個人や組織が生まれつつあっ
た。そこでの「主体化」、「普遍化」は、「たえざる実践過程（行動への論理的対応）を通じて、
住民の生活構造に内的に意味づけられた、価値として認識されるもの」であり、「新しい価値創
出にかかわるコミュニティは、『運動モデル』として把握することが可能」なものであった（奥
田;1971→1983:65）。
　このように、奥田の住民運動に対する関心は、あくまでコミュニティを生み出す契機としての
限定的なものである。従って、運動の過程の中で人々がどのように主体化、普遍化していくのか、
そして実際にどのようにコミュニティとしてモデル化できる共同性を形成していくのか、が実証
的に解明すべき課題となっていた。ただし、この段階では、モデルが郊外型の新中間層的な価値
理念に規定されていたため、奥田はさらに他の地区を対象にその複合主体化、多元化を試みてい
くことになる。
（２）構造的問題の「反映態」としての住民運動
ア．資本主義の構造的問題と住民運動
　似田貝は「コミュニティ形成論」を批判し、なぜ特殊的なイッシュー自体が、また運動の展開
による「イッシュー総体」が地域社会で顕在化してこざるをえないのか、を解明する必要性を主
張する。その意義は、「現段階における資本主義社会の構造における『地域問題』を、住民運動
という一つの社会現象を通して、地域社会の構造的布置関連のもとに捉え、この『問題』＝構造
を突破していく、客観的条件と主体的条件を明らかにすること」にあるという（松原・似田貝
編;1976:8）。ここからも分かるように、その分析枠組みは、まず住民運動を「構造的問題」の「反
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映態」と位置付け、そこから資本主義社会の「構造的問題」を読み取り、それを超える「変革理
論」の構築を目指すものである。
　まず、全国的な運動の量的分布から、地域開発と生活環境の悪化という地域問題の顕在化が、
住民運動の広汎な成立に反映されていることが分かる。しかしこれだけでは分析は不十分であり、
なぜ地域開発が地域問題を、そして住民運動を成立させるのか、に関する構造的把握が必要であ
るという。ここでの地域の構造的問題とは、工業と農業の、さらには工業部門内部の不均等発展、
より詳細には産業部門の特性に関連して発生する諸地域間の不均等発展を意味している。そこか
ら、「都市と農村の対立」、独占資本と零細経営層の対立、「資本と土地所有の対立」等が発生し、
その具体的な現象形態としてあらわれてくる運動が、住民運動の「基本型」と位置付けられる。
この不均等発展は地域間の所得格差から地域格差を生み出し、生活基盤投資の不足する地域に生
活関連諸施設や公共サーヴィスを要求する運動を生み出すことになる。また、「基本型」と同様
の構造的問題を背景とした、生活環境そのものに対する住民運動も発生する（同上:15）。
　似田貝らの研究グループは、これらの構造的問題を反映する典型的な事例として、「新全国総
合開発政策」の政策展開に反対している住民運動と、東京都内での生活環境に対する住民運動を
選び出し調査を行っている。そこでは、運動発生のきっかけから、組織化、その展開過程での住
民の主体性や意識の変化、さらに運動が地域社会に与える影響、と幅広く課題を設定し、「住民
の主体性確保の諸条件と、地域の構造的問題ないし課題の摘出」を試みている。最終的には住民
運動を、「『高度成長』政策による資本の『強蓄積』と住民運動がどのように関連しているか」と
いう観点から総括し、資本や行政の地域の対象化・操作化に対する日常生活場面からの「対抗運
動」と位置付けている（同上:332）。
イ．運動の組織化過程と「市民性」の確立
　地域開発政策に対する住民運動のきっかけとなる要因は、ほぼ生活環境の擁護に関するもので
あり、生活構造のストレーン（構造的緊張）の増大によるものである。この関係住民の個人的な
心的情況をきっかけに、第一段階として数人により問題の告発がなされ、集団の組織化が始まる
（先端部分の運動化）。次に明確な運動体として「実践集団」を形成していくが、この段階で地域
の既存組織や秩序との関連でどのような形態を取るかが運動の性格を規定する重要な要因とな
る。
　住民運動の組織過程は、以下の三つに類型化される。第一が、農協、地区町会、行政区などの
日常の媒体組織と深く関係して成立、展開する日常の媒体組織への連繋型の運動組織であり、諸
組織の一括ぐるみ集団化、運動リーダーと地域有力者との重複性、通常の政治過程による交渉方
式の採用などの組織的な特徴を有している。これらは、当初の運動目標の達成を放棄し、条件運
動となっていくことが多い。第二が既存の日常秩序からの離脱＝独立型の運動体であり、既存の
組織や政治秩序との間に対立・拮抗を生み落し、相対的にラディカルな運動となるため、集団的
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凝集性の増大、排他主義を有することが多い。また、メンバー関係の契約的発想や参加者の自律
性、既存秩序への反発の内面化等がしばしば見られる。第三が日常の媒体組織の再編＝強化によ
る運動体であり、生産＝生活基盤が開発により解体されるという見通しが自覚される場合にしば
しば成立する。これは、第一の型のような諸特徴を有するように見えるが、組織内部は第二の類
型に類似し、諸組織の重畳的な関係、リーダーの輪番制や役割分担の集団討議などの特徴を有し
ている（松原・似田貝編;1976:214-218）。
　運動における「主体性」の確立と共同性の関係は、以下のように一般化されている。まず、住
民運動は人びとが「住むこと」という「あたりまえ性」を自覚した時に、それが自然の権利とし
て人々に観念されて始まる。また、生活環境問題の発生は、人びとに「便利」、「安全」というよ
うな通常の発想自体を疑問視させる契機を含み、その本来の意味内容を自己の日常生活との関連
で検討するように促す。このように主体性は、生活手段の使用価値の確認を伴う運動の過程を経
て、「日常生活の自己批判」によって確保されるのである（同上:369）。
　このような主体性は、生活手段としての土地・空間が商品化されることによる環境悪化に対す
る危機意識と、使用価値の確認を経て、「共同的な占取」という「共同性の観念」を形成する。
ただし、この共同性は運動のパースペクティブが地域性を有するがゆえに限界を有しており、「地
域間の生活者の利害を超えていく契機」がなければならない。似田貝はその契機として公権力と
の対峙過程を位置づけ、住民が計画・開発行政や資本が提示してくる「公共性」に対して、理念
や価値にもとづく他者への開かれた体系のルール＝「批判的公共性」の観念を確立することによっ
て、地域性を克服した「人格をもつ市民の権利・義務関係」＝「市民性」が確立されることを展
望している（同上:373）。
Ⅲ．住民運動の「転換」の諸相
―まちづくりの組織形成と運動の多様化・重畳化
　1970年代半ばから80年代にかけては、運動の停滞や変容・転換が言われるようになり、その
実態や意味をめぐって様々な議論が展開された。ここでは、コミュニティ形成論と構造論が運動
の「転換」をどのように捉えていたのか、またどのような研究上の課題を提起していたのかを検
討していく。
（１）新たな組織形成とネットワーク型運動の展開
ア．「運動」と「活動」の連接とまちづくりの組織形成
　奥田も住民運動が70年代半ばの「転換期」「転形期」を経て、「一つの新しい階梯をむかえた」
ことを指摘している。それは、「作為要求型・作為阻止型から地域づくり・まちづくりへの転形、
転換」とも表現されるが、前者から後者へは直線的推移や段階論を意味しているのではなく、地
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域に内発的な自治規範が形成されつつあることが重視される。当然ながら前者の運動形態も依然
としてありうるが、これらがコミュニティ形成、地域づくりとの連動で表出されるという点が違
いとなっているのである（奥田;1980→1983:223）。
　60年代中・後期における住民運動、市民運動は、「小集団中心の運動主体を重視し、そしてこ
の運動主体の内実にふれあう新しい価値理念の提出をはかった」ものであり、既存の組織に対し
て別の組織を対置する、というような発想をとらなかった。それが70年代中期になると、運動
主体の成熟、運動の継続的・累積的展開と連動して地域づくり、まちづくりの構想と具体化がは
かられる中で、改めて組織形成の問題が浮上してきているという（同上:219）。奥田は当時の運
動が直面していた課題を、非日常的な運動の局面と、まちづくりという日常的な局面とを接合し
た組織形成として把握し、その組織性を運動事例から読み取ろうとしていたのである。
　この新たな組織性として注目されるのが、参加的・自治的運動としてのコミュニティ形成であ
り、その構想を神戸市丸山地区の「地区住民自治協議会」や相模原市の「市民生活会議」の運動
事例から抽出しモデル化している。それは、「日常機能の維持の拡充（function）にかかわる活
動体と、大義名分（cause）をもつ運動体とを内的に接合し、重層構造、類型複合」をなすもの
であり、運動・非日常＝活動・日常の複合型としての地域住民組織ととらえられる。さらに、こ
れら活動体と運動体の照応関係や交錯関係、伝統的諸組織の現代的再編成、再強化の動き等が検
討すべき課題として指摘されている（同上:240）。
イ．「新しい社会運動」とコミュニティ形成
　奥田はさらに80年代に入って、消費者運動、リサイクル運動、ボランティア運動、自治・政
治運動、女性運動、障害者の自立などを争点とする「新しい社会運動」の位置づけが新たなテー
マとなっていたことを指摘している４。その中心的な担い手である第一次ベビーブーム世代以後
の新しい世代は、住民運動やまちづくりに対しても、自らの関心・興味、生き方との関連を重視
する。その結果、ルーツをもつという地域へのこだわりがはるかに薄く、その枠を超えて自由で
融通性のある多重的なネットワークを形成するようになっていた。ネットワーク型の新しい運動
においては、コミュニティ形成＝まちづくり運動における組織形成が見られない点にも新たな特
徴があるという。
　ここから、①ネットワーク型運動にとって組織形成にあたるものは何か、②ネットワーク型運
動とコミュニティ形成をつなぐ回路は何か、という問いが浮上する。これに対して、コミュニティ
形成の組織モデルにあたるものが「施設・装置」であり、「地域レベルを超える多重的なネットワー
ク形成の結節点」となり、「ひと・もの・こと」の接触を生み出している状況を指摘している。
さらに施設は、コミュニティ形成の現場との回路となり、ネットワーカーを「能動者」「主体者」
へと変換させることが可能になるという。従って、彼らにとって「地域」は、自らの関心・興味、
生き方を水路づけるうえでの一つの「根拠地」「苗床」として機能するものと位置づけられてい
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る（奥田;1993:172）。
（２）イシュー・主体・組織の多様化と重畳化
ア．都市構造の変動とイシューの変容
　町村敬志は運動の停滞・転換の要因に関する議論を４つの視点からまとめている。第一が、運
動外部の構造的条件原因説であり、経済的条件変化説と政治的条件変化説に分けられる。前者は
高度成長に伴って生じた諸矛盾への反応とされた運動が、低成長への移行によって必然的に減少
したと捉えるものである。後者には、主に運動発生を促進した政治的要因が革新自治体の展開と
係って弱体化したとする説と、住民参加制度の導入により要求実現が可能となったために運動が
減少したとする説がある。第二の社会統制原因説は、企業による住民対策、コミュニティ・リレー
ションズの戦略的活用や「囲いこみ」を原因として想定するものである。第三が運動過程原因説
であり、運動組織に持ち込まれた党派対立や少数精鋭のサークル主義の問題によるもの、もしく
は、運動自体の展開過程の中で取り組む課題が変化し、組織の変容をもたらしたとするものであ
る。第四が運動にかかわる主体原因説である。これは運動を支える広範な住民層の変化を重視し、
いわゆる生活保守主義の蔓延により運動の活力が低下したとするものである（町村;1987:164）。
　町村はこれらの要因群については「歴史的事実」であり、政治、経済、社会、文化の各領域で
生じている新しい動き（産業構造の転換、高度情報化、保守化、ネオ・コーポラティズム、ポス
トモダン）と運動の間の共変関係の解明を課題として提示し、実際に東京都が作成した住民運動
団体名簿を素材に、73年から85年にかけての住民運動が取り組むイッシューの変容を探ってい
る。そこから、ビル・建築物、物的インフラストラクチュア等の「高度成長末期に焦点となった
イシュー群の多く（「道路・鉄道建設」を除く）は、総体的重要度が減少」し、かわって、女性
運動、障害者の自立運動を含む「『アイデンティティの確立』を焦点とする一群のテーマや、ま
ちづくり、自然保護などを含む生活環境改善というテーマが重要度を増してきた」ことを指摘し
た上で、住民運動と「新しい社会運動」との接点を示唆している（同上:174）。
　さらに町村は、昼夜間人口比率と工場密度を組み合わせた地区分類を設定し、それぞれの地区
ごとの運動のイシューの変化を検討している。結果として、かつて全域で一位だった「ビル・建
築物」反対運動が、人口動向や階層分布状況、再開発事業の多少というような地区特性に応じて
多様に分化していることを明らかにしている。この状況を、住民運動は都市の内部構造の変化に
対応して、「組織形態やイッシューの面でも、またそれを囲む状況の面でも、非常に多様化」し
ており、「これらを、『住民運動』という形で一括してもよいのか、もはやこの点を検討すべき段
階に入っている」と要約している。さらに、ここでは取り上げられていない多くの運動群や、運
動の盛衰に大きな影響をあたえる地域住民組織、趣味の会、サークル、ボランティア団体などの
集団群の全体状況の整理の必要性を述べている（同上:180）。
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イ．運動団体・自発的地域集団・伝統的地域集団の重畳化
　一方似田貝は運動の転換に対して、町村の分析が取り上げていなかった集団群の量的な変化と
集団間の相互作用、特に伝統的地域集団の変容に注目している。市民の団体活動に関する都内と
全国的な調査を参照すると、70年代後半には住民運動の量的減少とは対照的に、地域の住民組
織の活動が多様に展開されていたことが分かる。それら市民団体の活動は、組織内部に活動を限
定する体育、文化、教育系の団体群と、社会的な活動を組織化する福祉、環境・衛生、市民生活
（町内会・自治会等）、防災・安全、青少年系の団体群に分けて捉えることができる。
　市民活動の量的な分析から明らかなのは、社会的活動を中心とする自発的地域集団が多く存在
する地域と、住民運動の発生率が高い地域が重なっていたこと、さらに、伝統的地域集団が社会
的活動を組織化する団体として高く評価されはじめていたことである。ここから、80年代の転換・
変容は、かつて社会的活動の組織化を担っていた住民運動が減少していく一方で、かわりに上述
の社会的な活動を組織化する団体群と、伝統的地域集団の活動が活発化していく過程として把握
される。さらに、この二つの系列の団体、活動が地区で競合・重畳化することで伝統的地域集団
が変容し、「まちづくり」型の活動の母体となっていったことが推測される（似田貝;1987:89-91）。
　これらの活動の活発化の背景としては、80年代以後の家族・地域集団のさらなる弱体化と、
採算性の低下を回避しようとする民間企業、及び財政悪化を名目とした行政双方の社会的サービ
スからの撤退が、地域課題の解決主体として地域集団の再活性化を促してきたという事情があげ
られる。そのため、これらの集団は行政との係わりが深く、行政の補完団体とされるか、市民階
層の主体的ネットワークを形成することができるかの岐路にたっているという。似田貝は最終的
に、水、消費者、環境、福祉などの地域生活上の諸問題に対応している、住民運動、市民活動、
既存の地域組織などの複合体のネットワークのメカニズムとその論理の解明を研究の課題として
あげている（同上:98）。
（３）「転換」において提起された課題
　奥田は住民運動の転換を、参加的、自治的なまちづくりを担う非日常・日常の複合型としての
地域住民組織の萌芽、新たな主体と組織性を有する「新しい社会運動」＝ネットワーク型運動の
叢生として把握していた。似田貝もボランタリー集団が運動団体、伝統的地域組織と地区で重畳
化する中で、運動の質的な転換が生まれていることを示唆している。また町村は、当時の都市の
構造再編の動きに対応する形で、住民運動のイシューが変化し、「運動」として一括できないほ
ど多様化していたことを指摘している。さらに、運動の新たな特質として、身体や生命などの根
源的価値への志向性、ヒエラルヒー的な硬い組織からネットワーク型組織化の拡大、従来の政治
制度から離れた所から再び市民社会に政治を持ち込む傾向（市民社会の再政治化）、運動のメディ
ア指向をあげている（町村;1989:62）。
　これらの論考では、特に都市部における運動のイシューの多様化、ボランタリー集団の叢生を
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中心とした主体、組織の多様化、それらの地区での重畳化及び相互作用の発生、という運動の変
化の方向性についての認識は共有されている。ただし、そこでは新たな「質」を備えた主体や組
織の姿が具体的に提示されていたわけではなかった。奥田は事例研究にもとづいて新たな組織性
の発生を指摘しているが、事例の断片的な紹介に留まり、詳細な記述や分析はなされていない。
似田貝の議論は、諸団体の相互作用による変容過程やネットワークのあり方に関しては図式的な
提示になっており、そのメカニズムや論理の解明は今後の課題とされている。町村の分析も取り
上げるデータや方法論上の制約から、あくまでもイシューの量的変化の解明にとどまっており、
運動そのものの質的変化は具体的に明らかにされていない。
　ここで言及されていたネットワーク型運動やボランタリー集団の具体的な姿は、新たに浮上し
た個別テーマの調査研究から示されていた。以下、運動の転換に関する議論でもしばしば指摘さ
れていた女性たちの動きに注目し、主体と共同性に係る新たな「質」の発生を確認していきたい。
Ⅳ．「新しい社会運動」とボランタリー集団—新たな主体と共同性の出現
　前章でみたように、70年代半ばから80年代にかけて、運動のイシューが多様化し、ネットワー
ク型の新しい社会運動、ボランタリー集団の叢生など、運動領域にそれまでとは異なる主体や組
織性が生み出されつつあることが指摘されていた。ここではそれらの例として、生協運動と女性
の「地域活動」の調査研究を参照することで、担い手と組織の具体的な姿を見ていく。
（１）「新しい社会運動」としての生活クラブ生協
　佐藤慶幸は、ハーバマスの議論によりつつ、貨幣化・産業化・官僚制化の進展によって、日常
的な生活世界がその自立的・自主的・自治的性格から疎外され、「貨幣・官僚制の複合体」シス
テムに「植民地」化されつつあり、改めて「生活世界の論理」を確立する必要があると主張する。
そのためには、企業と国家の制御システムに対抗して、ボランタリー・アクションを基本的な行
動原理とした、「自由な自立的な諸個人の結集としてのアソシエーションを多様に形成すること」
が求められるという（佐藤;1991:66）。この生活世界の論理を実際に産業の論理に対して主張し、
運動を展開してきたのが生活クラブ生協であった。生活クラブは1965年に牛乳の集団飲用活動
を媒介に形成され、運動が始まった。1968年には生活クラブ生活協同組合が設立され、後に運
動は多くの人々の共感と支持をえて、会員数、年内供給高、出資金ともに大きく拡大し、さらに
生活クラブ・グループを基盤とする運動も大きく広がっていった。
　佐藤らの研究グループは生活クラブの多面的な分析から、その担い手となっている主体、組織
の特徴を描き出している。まず、運動を支える組合員は30代、40代を中心とする「主婦」である。
彼女たちは、特定のイデオロギーや組織への献身、社会の矛盾や緊張、生活上の不平・不満を直
接的な要因として運動に参加するわけではない。生活クラブによる参加へのアピールに対して、
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自分の家族の健康という「私的価値」を筆頭に、「交換ないし便宜的価値」「公共的価値」「人間
関係的価値」などに基づいて参加を決めていくのである（佐藤編;1988:225-8）。そこで彼女た
ちは、身近な日々の生活、特に「食べ物」について対話的コミュニケーションを積み重ねながら、
現代社会のもたらしている人間存在の生命と生活の危機的位相を「共同主観化」することによっ
て生協運動に結集していく（佐藤;1991:93）。
　このような担い手による生活クラブ生協は、組織的には「対話的行為を媒介にして形成される
アソシエーション」である。「対話的行為とは、権力や貨幣、そしていっさいの社会的属性から
自由なシンボルを媒介とする人と人との直接的な意思疎通行為」であるため、基本的に「ボラン
タリー（自発的）アクション」である。ボランタリー・アクションは、自律的、非職業的、非交
換的、非権力的、自己超越的な特質を有している。このようなボランタリー・アクションのネッ
トワークがボランタリー・アソシエーションであり、その組織論的特質として、対等な決定への
参加（参加民主主義）、決定と実行との一体性（自主管理）、活動資源の自己創出（ボランタリズ
ム）、脱官僚型組織（ネットワーキング）があげられている５（佐藤編;1988:11-16）。
（２）「えんじょいすと」と「女縁」―多様な活動群とボランタリー集団
　上野千鶴子は80年代半ばの都市の主婦層の活動の実態を、生協運動も含めさらに幅広く調査
している。彼女たちは、PTAから公民館活動、おけいこごとからスポーツ、食べ歩きから市民運
動とあらゆる機会をとらえて積極的に活動を作り出していた。これは当時、「地域活動」や「コミュ
ニティづくり」と呼ばれることもあったが、上野によれば「むしろ旧来型の地縁・血縁の人間関
係が解体したあとに生まれた、新しい都市型のネットワークである」という。それは、伝統的な
地域集団に根ざしていないだけでなく、PTA、子ども会のように地域に結びついた集団であって
も、さらに選択性の高いネットワークを独自に作り上げていた（上野;1988→2008:8）。上野は
この脱専業主婦たちによるネットワークを「女縁」、女縁活動をエンジョイする人びとを「えんじょ
いすと」と名付け、その詳細な記述と分析を行っている。
　えんじょいすと達は、30 〜 50代を中心とし、経済資源・時間資源に「ほどほどに」恵まれた
高学歴層であった。えんじょいすとは、伝統的な関係資源である地縁から切れた人びとだが、地
縁・血縁から完全に浮き上がっているわけではなく、それらと重層的に共存している。また、彼
女たちの特徴は、「人間関係をつくり出しマネジメントする、一種の人格資源『わたくし（私）源』」
を有していることにある。彼女たちが女縁活動に係わり、ネットワークを形成するか否かは、家
族構成、就労の有無、経済力に関連する時間資源等の外的な要因よりも、この人間関係をつくり
出す意欲と能力という本人の資質が大きく関係している（図２）（同上:52）。
　女縁はある母集団からココロザシやタノシミが一致するという契機をつうじて成立する、選択
性の高い少人数の対面集団である。その活動内容は、ココロザシ型からオタノシミ型、自分のた
め型から他人のため型まで幅広く、多種多様なものとなっている（図３）。女縁グループのサイ
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ズは概して小さく、半数は10人以下であり、最頻値は５〜６人である。ココロザシのあるグルー
プの方がサイズは大きく、組織も明確でメンバーシップもはっきりしている傾向がある。その組
織的特性は、リジットな組織とは異なりネットワーク型の集団であるという点にある。具体的に
は、一般に集団よりも個人優先、タテ型の役割分化や指揮—命令系統をきらう平等主義、拘束性
のなさ、グループアイデンティティの希薄さ、複数集団に所属し情報流通の媒介者となるネット
ワーカーの存在、などによって特徴づけられるものである（同上:58-94）。
（３）主体・共同性・地域性の新たな「質」の浮上
　佐藤と上野は80年代の女性を中心とした運動、諸活動の詳細な分析から、ネットワーク型の
新しい社会運動と多様な活動を展開するボランタリー集団の担い手や組織的な特性を浮かび上が
らせている。両者が明らかにしている実態は、前章で指摘されていた主体、組織双方の新たな「質」
の存在を裏付けるものである。それらの発生は、それまでのコミュニティ形成論と構造論の分析
枠組みに再考を迫る要素を含んでいた。
　まず両者が指摘しているように、構造的な問題、矛盾やそれに関連する不平・不満は、運動、
活動に係る第一次的な要因とはなっていない。その要因は複合化しており、個人の価値判断に帰
図２　えんじょいすと生態系マップ
出所　上野（2008:53）
図３　女縁活動内容マンダラマップ
出所　上野（2008:61）
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される部分が大きくなっている。集団形成についても、生協運動のように社会の構造、制度的矛
盾の捉えかえしという解釈過程を伴うものもあれば、スポーツや趣味の団体などあくまでメン
バーの「タノシミ」の追求を目的とするものもある。いずれにしろ、このような状況を単一の構
造的問題の「反映態」として読み解くには、既に限界があるといわざるをえない。運動、活動に
係るきっかけや集合行為を形成していく過程に影響を与える複合的な要因を明らかにすると共
に、各個人の価値判断や解釈過程の多様性を行為主体の観点から明らかにし、分析枠組みに取り
込む必要が生じていたといえよう。またこれまでの「運動」とは異なり、目に見える形で抗議行
動を行わない集団が増え、「住民運動」としては一括できない多様な活動、集団とネットワーク
が叢生していた。このような動きは、新聞や行政によるデータでは補足されにくく、これらを情
報源とした数量的なデータ解析による分析方法にも限界が生まれていた。
　主体、共同性に関してもこれまでの概念規定では位置づけられないほどの多様性を有するよう
になっている。生協運動の女性たちや「えんじょいすと」たちは、「主体化」「普遍化」した「能
動者」「主体者」や「市民」という規範的な主体像には収まりきらない。彼女たちが形成する集
団も、リジッドな組織ではなくネットワーク型を基礎とし、明確な組織を欠いたものも多く、流
動的な関係性を構築していた。さらに、奥田自身もふれていたように、それまでに想定されてい
た地域の枠を超え出る選択性の高いネットワークを形成していた。これらの現象を「抵抗運動」
や「コミュニティ形成」として一括して類型化するのではなく、多様な集団、諸活動が地区にお
いて共存、重畳化する現実をどのように対象化することができるのか、そこからどのような社会
的な意味を読み取ることができるのかが問われていたのである６。
　以上から、70年代後半から80年代にかけて、特に都市部を中心に主体、共同性、地域性に係
る新たな「質」を備えたネットワーク型の運動やボランタリー集団が叢生し、既存の運動や組織
と相互作用する状況が生じており、その実態に即して既存の分析枠組みをどのように再構築でき
るのかが課題として浮上していたといえよう。この段階で、奥田はこれらをコミュニティ形成の
枠内に位置づけることを試み、構造論は運動の多様化への対応と新たな「質」の解明のための事
例研究の必要性を主張していた。このような課題は後の研究にどのように引き継がれていったの
だろうか７。次章で検討していきたい。
Ⅴ．住民運動・まちづくり研究の深化と分化
　70年代後半から80年代にかけての運動の「転換」は、運動現象の多様化と地区における重畳化、
さらに新たな主体、共同性、地域性の発生を意味しており、それまでのコミュニティ形成論、構
造論の分析枠組みにも転換を迫るものであった。90年代以後には、ボランティア活動、NGO/
NPO活動の隆盛と住民投票運動の広がりが生まれ、それに対応して関連する研究の蓄積も進んで
いった。本章では90年代以後の研究において、「転換」に際して提起された課題群がどのように
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継承されていったのかを検討する。
（１）インナーシティのコミュニティ形成
　奥田は80年代後半、インナーシティでのアジア系外国人の急増に直面し、エスニシティ研究
の文脈でより異質・多様性の増した地域におけるコミュニティ形成の可能性を探求していくよう
になる（奥田・田嶋編;1993,1995、奥田;2004）。そのため、奥田は自身が提起した住民運動、
まちづくりに関する課題や展望の検証を行っていない。それらの課題群は、今野裕昭（2001）
の実証研究に引き継がれている。
　今野はこれまでのコミュニティ形成論が「抽象的であり、一般化されすぎていて、住民個々人
の視座に即した移行のプロセスが具体的に示されていないことに問題がある」とし、ボランタ
リー・アソシエーションと既存の地域住民組織の葛藤、既存の組織にボランタリズムが浸透する
メカニズム、大都市インナーシティ型のコミュニティ形成のプロセス、の３つの実証的な把握を
コミュニティ形成論の課題としてあげ、神戸市真野地区の住民運動・まちづくりを対象とした詳
細な調査を行っている。そこでは、まちづくりが発生する社会経済的背景、推進母体としての町
内会・自治会の性格から、住民の生活構造や支配的文化のあり様、個々人の対応やコミュニティ
活動への参加行動とコミュニティ意識との関連に至るまで、継続的・通時的な調査から包括的か
つ具体的に検討されている。
　この調査分析からは、諸地域集団の対等でゆるやかな連合のシステムを形成することが、自治
会一元化構造の「支配的文化」を打ち破り、コミュニティ形成を実現するための必須の要件となっ
ていたこと、そのためには自治会運営の民主化、相対化が求められており、実際にこうした仕組
みを各種行事やイベントを実行するための協議会方式を採用することで実現していたことが事例
に即して明らかにされている。また、コミュニティ活動に積極的に対応する意識が、地域の友人
ネットワークの保持と地域団体での活動の中から生じていたこと、さらに協議会と行政の関係が
住民の主体性に大きく影響していることなど、まちづくりの展開過程に影響を及ぼす要因につい
ても数多くの指摘を行っている（今野;2001）。
（２）政治的機会構造論と資源動員論—運動の規定要因の複数化
　住民運動の発生や盛衰に関する構造論的な研究は、主に政治的機会構造論に引き継がれ、抗議
活動を数量化するイベント分析によって進められている。例えば、中澤・成ほか（1998）は、
これまでマクロな社会的諸条件との関連で運動の盛衰を把握する研究が十分にはなされてこな
かったとし、68年から82年にかけての諸年表や雑誌記事から、公害・環境問題に係る住民運動
の個別の抗議活動を拾い上げ、運動のイッシュー、担い手、行為形態、地域分布のデータベース
を作成し統計的な分析を行っている。
　70年代半ばまでの住民運動研究においては、個人の生活構造レベルにおける不満や緊張を生
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み出すような社会的、構造的な要因を構造的ストレーンと捉え、住民運動の隆盛を説明していた。
しかし、70年代後半以降は激しい構造的ストレーンを想定できないため、運動を取り巻く政治
的コンテクストである「政治的機会構造」を考慮する必要があるという。分析結果から、運動の
盛衰は政治的機会構造の影響を強く受けていること、都道府県レベルでの分析によると保守地域
で抗議水準が高くなることを指摘している。
　ただし、政治的機会構造による運動の盛衰の説明に関しては反論も寄せられている。西城戸誠
（2003）は、戦後日本の環境問題に対する抗議活動の盛衰の要因を政治、経済、都市化の３つに
区分し、抗議活動全体が興隆した1964年〜 73年と、沈静化した74年〜 94年における影響を分
析している。結論としては、前期には政治的な要因が大きいが、後期には経済的な豊かさが抗議
行動を生起させる条件になっていることを見いだしている。この他にも、戦後の東京の運動の変
容を数量的に示した西城戸・山本（2007）や、構造論的な分析枠組みの洗練を提案する樋口・
中澤・水澤（1999）など、実際のデータ分析の蓄積と共に分析枠組みや方法論が多々議論され
ている。
　住民運動の発生、展開を規定する要因の分析は、資源動員論の観点からも進められている。片
桐新司（1995）は資源動員論の視点を軸に既存の社会運動論を幅広く整理した上で、検証可能
性を重視した運動の中範囲理論を構築し、住民運動を対象とした実証的な分析を行っている。具
体的には、合成洗剤問題に対する各県の行政機関の対応を規定した諸要因、神戸市で発生した住
民運動に対する心理的要因、保有資源の量や既存のネットワークという戦略的・組織的要因の影
響を検証している。前者については、生態学的要因、社会構造的要因に加え、主体的要因である
諸組織のネットワーク構成が、後者については、人びとの運動への参加を規定する要因として不
満の水準、保有しているネットワーク、時間の量が重要であることを指摘している。
（３）ボランティアと住民投票運動の拡がり
ア．「主体性」論としてのボランティア研究
　90年代以後、似田貝らの研究グループは一方で神戸市、福山市を対象として、地方自治体の
行財政の意思決定の過程と、公共政策が都市社会の諸階級・階層に与える影響を明らかにするた
めの総合的な調査を進め（蓮見・似田貝ほか;1990、似田貝・蓮見ほか;1993）、他方で阪神淡路
大震災以後の支援活動にかかわる支援者の個別的な調査を進めている。前者は都市の構造的な全
体性の解明に重点が置かれており、住民運動、まちづくりに関してもデータ分析を中心としてい
る。後者のボランティア論は、住民運動における主体性論を継承するものである（似田貝;1997）。
　阪神淡路震災においては、100万人を超えるボランティアの活動が展開し、その意義が多様に
議論された。しかし、その多くは震災直後の時期に集中し、次第にボランティアの「枯渇」が問
題とされるようになった。このような中で似田貝は、自立支援を継続しつづけているボランティ
ア活動の実践者、団体を対象に、自立支援の実践思想が生み出されてくる条件やその継続性の理
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由を、「聴く」という方法によって見出すことを試みている。
　主体に関しては、支援活動に係る人びとの調査から、受動性から出発する新たな主体性論の構
築が試みられている。被災を被るという事態は、被災者に自らが弱く、また苦しみを受けるとい
う受苦性を認識させ、〈精神—身体的存在〉そのものを〈弱さの存在〉、〈受動的存在〉として受
け止めさせることになった。このような被災者の支援をする人びとの主体性は、被災者の苦しみ
や痛みへの人間的応答性を意味している。それは他者の痛み、苦しみを負うことで自らのアイデ
ンティティが動揺するような「可傷性」と、被災者の声に応答しきれない自己の無力さに傷つく
という〈可傷性〉を同時に引き込むことになる。そのため支援活動からは、痛み・苦しみという
人間の弱さ、受動性から出発する新たな「受動的主体性」が生まれるという（似田貝編;2008:11）。
　受動的主体性においては、住民運動での能動的な主体に関して重視された困難の克服という契
機に対して、「耐えること」、持続という行為が重要になる。なぜなら、被災者の「自分らしく生
きる」という〈生の固有性〉にこだわった支援行為が、常に完遂されるとは限らないゆえに、未
決定・未完遂の状態を避けられないからである（同上:309）。似田貝はこのように、支援活動に
新たな受動的主体性の発現を見出し、さらにその同人格的な関係が、生の複数性を前提とした「生
の共約不可能な公共性」を構築しつつあることから、市民の複数性を前提とした共同性と「市民
社会」を構想している。
イ．住民投票運動と新たな「民主主義」の萌芽
　90年代に入ると、住民運動の一環としての住民投票運動も全国的に発生した。特に新潟県巻
町の運動は、原発計画の白紙撤回を帰結しており、まとまった研究成果が発表されている。中澤
秀雄（2005）は、新潟県において発生した原子力発電所をめぐる巻町と柏崎市の住民投票運動
を対象に、「２つの町における対照的な選択はなぜもたらされたのか」（前者が白紙撤回、後者が
世界最大の原子力発電所の建設）という問いと、巻町で96年当時に芽生えていた根源的民主主
義の芽生えはなぜ内発的発展や自治へとつながっていかなかったのか（巻町は2004年の住民投
票により新潟市との合併を決定）、という２つの問いを発している。中澤はこれらの問いに答え
るために、一定期間地域で存続する統治のシステム＝ガバナンスの構造である「ローカルレジー
ム」という政治的機会構造に近い概念を採用し、その類型間の移行の成否から運動の展開を説明
している。
　日本のローカルレジームは、名望家による地元利益供与による地域支配という「名望家レジー
ム」、国の補助金や企業誘致など外部からの利益の獲得による「成長主義」が自治体を支配する「地
域開発レジーム」、自治体が市民の態度を代表しつつ、自らの地域内の資源によって発展をはか
る「内発的発展レジーム」の３つに分類できる。柏崎市は「地域開発レジーム」からその変形と
しての「原発レジーム」を形成したのに対し、巻町は「名望家レジーム」が長く残存したため、「原
発レジーム」に変化することに失敗し、かわりに「内発的発展レジーム」の萌芽が生まれたとさ
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れる。そこで芽生えつつあった根源的民主主義の可能性は、国家の財政危機と合併政策の推進、
町内での対立の固定化、町民自身の外部の財源と「ビジョン」への期待、という3つの要因によっ
て潰えていったという８。
（４）研究の深化と残された課題
　以上の90年代以後の研究の展開は、「転換」に際して提起された課題の事例分析による解明、
運動現象の量的な推移の把握とその要因の特定のための構造分析の方法論的洗練、90年代以後
に広がったボランティア活動、住民投票運動を対象とした主体性論と構造論的な議論の展開、と
して要約できる。
　コミュニティ形成論を引き継ぐ今野の研究は、それ以前の研究課題を真野地区の継続的な調査
によって具体的に検証していくものであり高く評価できる。しかし、対象地区の特性もありボラ
ンタリー・アソシエーションと既存の地域住民組織の葛藤、既存の組織にボランタリズムが浸透
するメカニズムの実証的な把握はほとんどなされていない９。また、真野地区を「小地域社会」
として設定することで、地区を超えて広がる人びとの動きやネットワークに対する視点が弱
く10、その実態を踏まえたコミュニティ形成論そのものの再構築も未だ課題として残されている。
　政治的機会構造論や資源動員論の蓄積は、全体的な運動の盛衰とそれを生み出す諸要因の解明
という点で、個別の事例研究にとっても基礎情報を提供するものである。ただし、運動の規定要
因の複合化に対応した分析枠組みの構築は未だ途上であり、分析のための技術的な制約から新聞
や行政資料をデータソースとして用いることが多く、明示的な抗議活動に対象が限定されるとい
う方法論的な限界も有している。分析枠組みの精緻化と共に、多様化した運動現象をどのように
対象化できるのかが方法論的な課題となっている11。
　80年代に高まっていたボランタリー集団への関心は、阪神淡路大震災以後のさらなる活動の
隆盛、NPOの制度化を経て、一つの独立した研究領域を構成するようになっている12。これらは
80年代の課題の一部を引き継ぐものであり、似田貝もボランティアの支援活動から新たな主体
性の発生を読み取ろうとしている。しかし、ボランティア研究は個別領域の研究関心に特化する
傾向があり、構造論との関連もほとんど失われている13。また組織性や地区の他集団との相互作
用への関心が弱く、地域性そのものに対する視点も希薄化している。住民投票運動研究は、90
年代以後に地域社会で生み出されつつある新たな「民主主義」の胎動を読み取っているが、その
歴史的評価は未だ定まっていない。抗議活動という非日常的な局面と、「まちづくり」「地域づく
り」という日常的な局面との接合とその論理の解明が、事例研究に未だ残された課題となってい
る。
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Ⅵ．小括
（１）地域社会学における住民運動・まちづくりの実証研究の蓄積
　ここまで、コミュニティ形成論と構造論を中心に、住民運動、まちづくりに関する地域社会学
の実証研究の蓄積を検討してきた。60年代から70年代半ばまでの作為阻止型、作為要求型の運
動の全国的な隆盛に対しては、運動から住民の主体化・普遍化の過程と新たな地域的共同性の発
現を読み取るコミュニティ形成論、開発政策が生み出す構造的な矛盾から運動の発生と展開を説
明するマルクス主義的構造論が有力な分析枠組みとして生み出された。
　70年代半ばから80年代にかけては、まちづくりの組織形成、イシューの多様化、ネットワー
ク型運動とボランタリー集団の叢生など、運動の転換が様々に議論された。実際、当時の生協運
動や女性の「地域活動」に見られるように、主体、組織の新たな特質が発生しており、運動団体、
伝統的地域組織、サークル活動やボランティア団体等の多様な集団、活動が地区に重畳化し、相
互作用しあう状況が生まれていた。ここでは、新たに生まれた主体、共同性の実態の解明とそれ
を踏まえたコミュニティ形成論、構造論の分析枠組みの再構築が求められていたといえよう。
　90年代以後、住民運動、まちづくりに係るコミュニティ形成論は、神戸市真野地区での多面
的な調査から、インナーシティ型のコミュニティ形成のプロセスを具体的に解明している。構造
論的な関心は政治的機会構造論や資源動員論に引き継がれ、運動全体の盛衰のより正確な把握と、
それらを規定する要因の検証が、分析手法の洗練化も含めて様々に議論されてきた。これらの議
論は、政治、経済、心理、既存のネットワークなど、多様な要因が複合的に運動過程に影響を与
えていることを明らかにしている。ボランティア研究、住民投票運動の研究は、それぞれ「受動
的主体性」、「根源的民主主義」の萌芽を読み取り、現代社会におけるそれらの意味を提示するこ
とを試みている。
（２）主体・共同性・地域性の再定義と分析枠組みの再構築に向けて
　以上の研究蓄積を踏まえ、特に都市部における今後の住民運動・まちづくりの事例研究の課題
をまとめておきたい。個別の研究課題については４、５章で論じているので、それらを主体、共
同性、地域性との関連で整理して提示する。
　まず前提となるのは、「住民運動」や「まちづくり」として一括できるような整合的な実体が
存在しているわけではない、ということである。４章で見たように、このような括りには収まり
きらない多様な集団、活動群が地域社会において生成している。「住民運動」や「まちづくり」
という既存の概念化には収まらない人びとの集合的な「動き」をも対象化し、その社会的な位置
や意味を読み取ることが必要になっている。従って、対象地区におけるこれらの諸集団、活動の
広がりを把握することがまずは求められよう。
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　その上で、第一に主体に関連する課題として以下があげられる。運動の形態が多様化するのに
伴い、担い手も多様化している。その結果、人びとが運動や活動に係っていくきっかけ、集合行
為を形成していく過程も、単一の要因からは説明できなくなっている。そこでは、それぞれの価
値判断や状況に対する解釈の過程の重要性が増大している。従って、人びとがどのような状況の
判断から運動に係っていくのか、他者との相互作用の中でそれがどのように変化していくのか、
行為主体の観点から改めて解明していくことが求められる。このような分析を踏まえ、「能動者」
「市民」という規範的な概念化とは異なる主体のあり様を、改めて読み取っていくことが課題と
なる。
　第二に、共同性に関連する課題として以下があげられる。現在の地域社会では、多様な集団、
活動が様々なテーマに取り組み、重畳化している。ただし、それらの形成要因、組織形態や他集
団との係わりは一様なものではなくなっている。従って、各活動や集団が形成されるきっかけ、
集合行為の形成過程、その組織性の解明が求められる。このようなテーマは町内会・自治会やボ
ランタリー集団、NPO等の個別の研究領域と重なるが、さらにそれらの地区における共存という
実態から、相互の対立、連携、交渉による変容過程を含め、諸団体、諸活動間の相互作用のメカ
ニズムまでを視野に入れる必要があるだろう。
　第三に、上記のような運動、活動における地域性とは何か、という問いがあげられる。様々な
団体や活動がいかなる意味で地域性を有しているのかについては、既に自明なものではなくなっ
ている。特に奥田も指摘していたように、ボランタリー集団や地区を超えて広がるネットワーク
にどのような地域性を読み取ることができるのか、未だ詳細な検討はほとんどなされていない。
従って、主体、共同性それぞれの形成、変容過程において、地域性のありかを明らかにしていく
必要がある。これらを事例研究の中から具体的に解明し、主体、共同性、地域性の再概念化を踏
まえ、コミュニティ形成論、構造論それぞれの分析枠組みを再構築していくことが求められてい
る。
 （いしい　きよてる・高崎経済大学地域政策学部准教授）
注
1 　住民運動・まちづくりに関しては、地域社会学のみならず社会運動論や環境社会学のアプローチからも研究が蓄積され
ている。これらは同一の対象を扱っているため重なる部分も多いが、本稿では地域社会学における「コミュニティ形成論」
と「構造論」の観点に焦点を絞って検討を加えていく。これまでの住民運動研究の広がりについては片桐新司（1995:63）、
早川洋行（2007:23-54）等を参照されたい。
2 　これまでの地域社会学全体における共同性に関する議論の蓄積と位置づけについては、田中重好（2010）を参照された
い。
3 　本稿の奥田のコミュニティ形成論に関する記述は、石井清輝（2012）をもとに修正を加えている部分がある。
4 　「新しい社会運動」に関する議論としては、高橋徹ほか（1985）、伊藤るり（1993）等を参照されたい。
5 　80年代の社会運動においては新たな組織性としての「ネットワーク」とその形成プロセスとしての「ネットワーキング」
に大きな注目が集まっていた。特にリップナック・J・スタンプスの『ネットワーキング』の翻訳は、日本の社会運動に大
きな影響を与え、後のNPOの法制化の動きにもつながっていった（高田;2003:77）。
6 　奥田は「コミュニティ」の概念を、「さまざまな意味での異質、多様性を許容したうえで、相互に折り合いながらともに
築いていく洗練された新しい共同生活の規範、スタイル」と再規定している（奥田;1993:50）が、それを住民運動やまち
づくりの現場に即した主体や組織性として具体的に描き出しているわけではない。この点が、コミュニティ形成論が「理
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念的な議論に陥りがちだった」と批判される大きな理由となっている（田中;2010:105）。
7 　佐藤らの研究グループは90年代以後も生活グラブ生協の実証研究を進め、主体については「生活者」の概念を提示し（佐
藤・天野ほか編;1995）、さらにアソシエーション論の立場からNPOを理論的に位置づけ、日本の「市民社会」への移行を
展望している（佐藤;2002,2007）。「生活者」と住民運動の関係については、早川（2006:192-200）の議論が示唆に富む。
8 　同じく巻町の住民投票運動の多角的な調査を行った伊藤守らの研究グループも、「デモクラシーを民主主義化する」装置
の一つとして住民投票運動を評価し、「内発的発展」の萌芽を読み取っていた（伊藤・渡辺ほか;2005:12-14）。
9 　奥田は80年代後半には、まちづくりが組織形成に傾斜することで自己閉塞に陥っていた状況を指摘している（奥
田;2003:183）。奥田自身は組織がネットワーク型運動によって再賦活され再編成されていく可能性を展望していた。
10　西澤晃彦（1996）は、これまでの都市社会学が閉鎖的な「地域」や均質な「住民」像を仮構することで、外部者や他者
性を隠蔽する作用を果たしてきたことを批判し、玉野和志（2012:446）も同様の事実を指摘している。都市の住民運動、
まちづくりの事例研究においても、これらの批判に対する応答が求められよう。
11　例えば片桐新司（2003）は、ボランティア活動、NPO活動、社会運動、伝統的地域活動を特定の価値基準によって区別
することで、「ある種の活動を対象から排除する」ことの問題を指摘し、「社会に対する主体的な活動を包括的に捉えうる
概念」として、新たに「非営利型社会活動（Non-Profit Social Activity）」という概念を提示している。「社会運動」という
概念の拡張の必要性については、西城戸誠（2008:22）の議論も参照されたい。
12　ただし道場親信（2006）は、「住民運動」から「市民運動」を経て「市民活動」へ、というように運動史を段階論的に
把握することで、かつての問題構制の継承がなされず、議論の「断絶」が生み出されていることに注意を促している。
13　都市の政治経済的な構造との関連で社会運動、地域活動を捉えようとする重要な試みとして玉野和志・浅川達人編（2009）
がある。
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